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本文書は、2016年 9月 19日（月）にブリュッセルで行われる PSI地域・地方政府委員会

会議に情報を提供するために、国際公務労連（PSI）が委託したものである。目的は、地

域・地方政府（LRG）に影響を与える問題の概要をまとめることにある。本文書では、以

下を扱う。 

 都市開発における世界的な傾向 

 現在主流の政策対応 

 LRG労働者とその組合にとっての意味、影響 

 公的な代替策 
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1. 都市開発における世界的な傾向 
 

世界の都市人口 

世界人口の 54％、すなわち 39億人が都市部で暮らしている。世界各地の都市化水準はさまざま

である。北アメリカ（82％）、ラテンアメリカおよびカリブ地域（80％）、ヨーロッパ

（73％）の水準が高いが、アフリカ（40％）とアジア（48％）は、非常に速いスピードで都市

化が進んでおり、公共サービスとインフラに対する需要にも影響が及ぶだろう1。 

 

都市部に住む世界の人口の約 50％が、7か国（ブラジル、中国、インド、インドネシア、日

本、ロシア、米国）に集中している。都市に住む人口の 8人に 1人が、人口 1000万人以上のメ

ガシティー（巨大都市）28都市に住んでいる。対照的に、都心に住む人々の 50％が、居住人口

50万人未満の中心部に住んでいる2。このことから、都市人口の居住場所は、メガシティーか

ら、急成長を遂げる中小規模の都市まで幅広いことがわかる。急成長する都心のいくつかは 100

万人未満の規模であり、こうした都市は、アフリカ、アジアで見られる。例えば、マレーシ

ア、インドネシア、メキシコなどの中所得国では、都市化が急速に進んでいる。都市化の規模

はそれぞれ異なるが、どれも問題が伴う。例えば、ガバナンスと公共サービスが弱い国では、

治安の悪化や犯罪の増加が進んでいる。こうした問題の解決にはすべて、公的資金を受けた信

頼のおける公共サービスが必要である。 

 

縮小する都市 

都市は成長し続けるとは限らない。人口増加が非常に少ない、または全くないため、あるい

は、自然災害や不況が原因で縮小する都心も増えている3。経済の衰退により、人口が急激に減

少した都市の例に、デトロイトがある4。また、ドイツのライプチヒは、ベルリンの壁崩壊と東

西ドイツ統合を受け、経済が衰退した5。地震や津波などの自然災害で破壊された都市もある。

日本の神戸港は、1995年の阪神淡路大震災で被災し、港湾設備が破壊され、多くの職が失われ

た。復旧後でさえ、神戸港は衰退を続けた6。こうした変化により、地方政府が、残された市民

のために既存の公共サービスを維持し、未来ある都市部としての存在を維持することが困難に

なっている。  

 

人口動態と都市 

世界人口の 40％は 24歳未満である7。新興国の都市は、若年人口が多いという特徴があり、こ

のことは、雇用創出にも意味を持つ。対照的に、先進国の都市は、高齢者人口が多いことが特

徴である。世界人口の 12％が 60歳を超えている8。高齢者が次第に職場を離れるにつれ、いく

つかの部門では労働力の持続可能性が疑問視されている。また、公共サービスの将来的な需要

にも問題を投げかけている。北側の多くの都市では、地方政府の労働者の大半が 40歳以上であ

る。こうした人口動態は、公共サービスと雇用に大きな意味を持つ。  

 

不平等 

世界全体で、国家間の不平等が増大を続けている。貧困は引き続き公共サービスに圧力とな

り、雇用創出と雇用の成長が今後も必要となる。地域・地方政府（LRG）は、こうした問題に

対処する任務を負うものの、減り続ける財源で賄わなければならないことが多いのが現状だ。

公共機関が公的資金によって提供する公共サービスが、不平等の緩和9、雇用の創出10、経済成

長率の改善11、乳幼児死亡率など医療効果の改善に貢献するという事例は増えている12。  
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災害と気候変動  

災害と緊急事態にはいくつかの形態がある：  

 日常的な緊急事態 - 道路事故、ガス爆発、火災など 

 自然災害 - 洪水、暴風雨、森林火災、地震、火山の噴火 

 産業事故 - 危険物、核、鉱業が関与するもの 

 運輸事故 - 自動車、航空機の衝突、鉄道および船舶事故  

 テロリズムおよび犯罪 - 爆弾攻撃、ガス攻撃、銃撃  

 

洪水、台風、森林火災、地震では、家屋やインフラが破壊され、死傷者、避難者が生じる。こ

の場合、食料、水、衛生、住居といった基本サービスを提供するために、迅速な措置が必要に

なる。自然災害や工業災害の直後に現場の状況に対処するのは、市民を守る役割も追加的に担

う消防隊員や、警察・救急業務などに携わる緊急作業員など公共部門の労働者である。LRG

は、リスクの評価と軽減、災害管理において、主要な役割を担っている。 

 

気候変動は、例えば、ロシア西部における 1500年以来の記録的な暑さや、パキスタンで発生し

た 1947年の独立以降最悪の洪水など、極端な天候パターンを増大させる原因となっている。不

利な状況に置かれた貧しいコミュニティの人々は、差別や賃金不平等が原因で、気候変動の影

響をさらに受けやすい。気候変動はそうした人々の生活に影響を及ぼし、住居を破壊し、食料

安全保障の土台を崩す。災害は、公共政策と慣行に変化が必要であることを示し、構築環境と

人間環境を変える機会となる13。リスクは、災害（危険性）と損害の可能性（脆弱性）によって

決まる14。リスク管理には、見込まれる補償の管理、予測的管理、備え、災害対策活動の 4要素

がある15。これらは災害の全段階で見られるが、多くの災害管理組織が主に注目するのは、備え

と対策である。見込まれるリスクの管理は、具体的に手応えが得られにくく、社会的、政治的

にも優先順位は低くなりがちだ。  

 

リスク低減は、技術的または科学的な専門知識をただ活用するプロセスというよりは、むし

ろ、社会的、政治的なプロセスである16。リスクの低減は、社会的な問題としてとらえられるべ

きである。災害のリスクをより受けやすいのは貧しい人々であることから、大半の国では効果

的なリスク低減の一環として貧困緩和が行われている。大災害は対応が「しやすい」が、小規

模な災害の予防を定期的に行う必要がある。災害に対処するために設置された機関が、リスク

予防にも対処できるとは限らない。効果的な防災には、制度的、法律的な機構も必要だが、そ

れらが存在しない国も多い。土地利用計画や管理、環境管理、現地グループのエンパワーメン

トには、すべて政治的なコミットメントが必要になる17。政府と公共サービスは、都市計画、建

築法の改善、建物の検査、公共調達など、こうしたプロセスにおいて、重要な役割を果たす。 

 

地方政府は減災と防災に主要な役割を担うが、こうした活動には財源が配分されていない。南

アフリカは、強力な中央集権システムがあるが、地方分権的な政策を導入している国が直面す

るいくつかの問題を抱えている。南アフリカでは、災害リスク管理が、公共部門の役割として

確立されている。災害管理法 57（2002年）では、災害リスク管理が、あらゆるレベルの政府の

活動として定義されており、危険を引き起こす要素のリスクとそれに対する脆弱性を、多部

門、分野横断的なアプローチを通じて低減することを狙いとしている。行政区や都市圏の自治

体の役割は明確に定義されているが、地方自治体にはそれがない。  

 

移住と難民 

経済、社会、政治、環境の危機が引き起こした世界問題として、移住、および人々の大量避

難・移動が発生している。「移民」と「難民」という言葉は、どちらも似たような意味で用い

られがちだが、庇護申請者、難民、移民の具体的な定義はそれぞれ異なる。 
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 庇護申請者は、迫害や紛争を逃れ、「難民の地位に関する 1951年の条約」のもと

で、国際的な保護を求める者である。  

 難民は、庇護申請が認められた者を指す。  

 経済移民は、経済的な立場を改善しようと母国を出た者のことである。 

 

地方当局が、第三国国民を対象とした地方政策を積極的に定義する立場をとろうとしている事

例が増大している。これらが国家政策を前向きに強化することにつながる国もあれば、国家的

な移民政策がなく、地方当局が社会と地域経済において第三国国民の融合支援に重要な役割を

果たす国もある。地方政府はこれらを、社会的統合活動や言語教育、教育拡大、生涯学習サー

ビスを通じて実施している。  

 

例えば、ダブリンは 2008年に市内全域統合構想（City Wide Integration Framework）をスター

トさせ、第三国国民に別途サービスを設ける代わりに、利害関係者の参加のもと、第三国国民

の統合を、政策とサービスの中核に据えた。この構想は、第三国国民がダブリン市にもたらす

経済・社会的利益を明らかにしたものである。世界金融危機はアイルランドにも影響を与え、

これにより、地域の統合イニシアチブに対する国の財源が削減された。地方当局は今、統合を

地域開発計画に盛り込むことが期待されている。ダブリン市議会は、市民参加ネットワーク

（Public Participation Network）を設置し、地域のグループに、市議会の意思決定機関に影響を

与え、貢献する機会を提供している。これは特に移民の地域社会グループを対象に行われた18。 

 

第三国国民の労働者としての立場は弱いことが多く、とくに女性や低学歴者の立場は非常に弱

い。そうした人々が現在持つ資格をより容易かつ迅速に認める、焦点を絞った政策が必要であ

る。第三国国民は、地方当局や公共部門の労働者の中でも少数である。労働力不足が増大する

中、資格の迅速な認識と訓練、メンタリング、ネットワーキングのイニシアチブを通じて、こ

の問題に対処していかなければならないだろう。緊縮財政は、第三国国民にも影響を与えた。

具体的に第三国国民に焦点を定めた社会的統合政策などのサービスが、緊縮財政により削減さ

れたためである。世界経済危機は、第三国国民の雇用にも過度の影響を及ぼし、労働市場への

統合を遅らせた。第三国国民に対するサービスを担当する公共部門労働者は、予算削減や労働

条件の悪化、訓練の欠如などの影響を受け、十分な公共サービスを提供することがさらに困難

になった。 

 

「ベルリンにはあなたが必要！」（Berlin braucht dich!）は、自治体当局が、若い移民による職

業訓練プログラムへの申込を促すために導入したキャンペーンの一例である。これにより訓練

施設の情報が提供され、研修機関のつながりができる。このキャンペーンは、ベルリンの統

合・移住担当コミッショナーのイニシアチブで、BQNベルリン、ベルリンにある移民のための

職業資格ネットワークが調整を図っている19。 

 

デジタル化 

デジタル化は、「組織、産業、国などが、デジタル技術またはコンピューター技術を採用した
り、その活用を増やしたりすること」20と定義されている。広義では、デジタル化は、「情報の
創出、処理、共有、やり取りを行うためにデジタル技術を大規模に導入することで引き起こさ
れた経済・社会的変革」21とも定義されている。これら 2つの定義は、地域・地方政府ににわか

に影響を与え始めた変革プロセスであるという意味で、デジタル化の影響をうまく捉えてい

る。「電子政府」という言葉は、「情報・通信技術を活用して、現代的かつ統合されたシーム
レスな公共サービスを支援すること」22と定義されている。  

 

政府、とくに自治体業務へのデジタル技術の導入は、1990年代移行次第に拡大している。上記

の定義では、デジタル技術の活用を示すデジタル化と、情報通信技術を活用して公共サービス
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の提供を改善する電子政府に違いがあることがわかる。2012年に国連が行った電子政府の調査

では、行政機関は主に 4つの段階に沿って展開することが明らかになった。  

 

 初期 – 限定的で静的な情報（公共サービスに関する現地の情報など）  

 高度 – 一方向のインタラクション。公共政策やガバナンスに関する情報を定期的に更

新。文書、フォーム、報告書などへのリンク提供（企画申込など）  

 交流 – 政府と市民の双方向のインタラクション。電子フォームを用いた通信が多い（パ

スポート更新、納税、料金の支払いなど）  

 連結 – 行政、部門の違いを超えて、すべての業務を全体で統合するもの、部門の事務管

理の統合、ユニット間の情報共有（社会サービス統合情報システムなど23 

 

OECDは、デジタルサービスの革新的な活用について調査を行い、LRGがデジタル化を活用し

てどのように公共サービスをより効果的に提供しているかを明らかにした24。こうしたサービス

の多くは、情報ベースのものである。また、LRGの運営方法をより効果的に改善するために、

デジタル化が活用されている例も紹介されている。 

デンマーク技術研究所のアーネストとヤングによる研究（2012）では、電子政府には、組織機

構、運営、業務慣行の変更が必要になることがわかっている25。これにより、職務内容、スキ

ル、運営側とサービス利用者の関係、各機構の関係にも変化が生じる可能性がある26。デジタル

化は、仕事の質に影響を与え、労働者個人が労働プロセスをいかにコントロールできるかを左

右する。さらには、公共部門の精神を変えることもある。自治体当局がデジタル企業と提携し

て新技術を活用しながら画期的なソリューションを生むことで「スマートシティ」を推進して

も、それが公益を意識したことになるとは限らない。   

 

 

2. 現在主流の政策対応 
 

民営化、アウトソーシング、官民パートナーシップ（PPP） 

1980年代以降、国内および国際金融機関はネオリベラル政策を推進してきた。それが、予算の

削減と、公共サービスの外注、アウトソーシングを通じて LRGを弱体化させた反公共部門的な

戦略の一部をなしてきた。民間部門の管理方法と公共サービスの民間部門へのアウトソーシン

グを導入する圧力が続くにつれ、LRGの規模と領域が脅かされている。民営化政策と、最近の

緊縮財政措置の両方を導入した国では、近いうちに LRGの公共サービスが基本的サービスのみ

に縮小されるとの予測がある。民間部門は LRGレベルでの勢力と影響力を増大させており、こ

うした変化によって民主主義の未来が脅かされている。  

 

公的支出を削減しようという圧力があるため、公共部門は官民パートナーシップ（PPP）に参

加せざるを得なくなった。PPPは、短期的にも長期的にも公共部門に悪影響を及ぼすことが次

第に明らかになっている。PPPは公共部門の支出の程度を隠す方法として導入された。公共部

門が安価にインフラに資金を投じるための手段とされていた。  

 

基本的サービスの提供における民間部門の失敗 

過去 20年間における PPPの経験では、当初の主張の多くに語弊があることが明らかになっ

た。PPPは必ずしも費用対効果に優れていたり、プロジェクトをタイミングよく予算内で提供

できたりするわけではない。民間部門のほうが、サービスをより効率良く運営できるというこ

ともない。民間部門は公共部門と比べて、安く資金調達ができるわけでもなく、逆に公共部門

のほうが安く資金を調達できるようになっている。OECDは 2008年、「民間部門のパートナー

の資本コストは、大抵、政府の資本コストよりも高い」と忠告した27。長期的には、PPPは公共
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部門に支払いを負担させ、公共部門が新たなニーズに応える力を奪う。PPP契約が透明性に欠

けることで、汚職や公的アカウンタビリティーの欠如が助長される。PPPは緊縮財政の問題を

解決するものではない28。  

 

市場になじむ地方分権化 

地方分権化政策は、20世紀後半、世銀、IMFの融資条件の一部として、アフリカ、アジア、ラ

テンアメリカ諸国に新たな統治システムを課すことを目的に採用された例が多い。北側諸国に

も、地方分権化政策を導入した国もある。地方分権化は、地域的民主主義や地方公共サービ

ス、地域の雇用の支援に役立つかもしれないが、地方分権化の実施は、予算削減や民営化、公

共サービスの縮小につながることが多い。長期的には、地方分権化は公共サービスが国全体で

不均等に配分されることにつながり、これにより地域的な不平等の拡大と汚職リスクの増加、

労働者の組織化における問題発生、雇用減少が引き起こされる。欧州の変化を期待する労働組

合組織、TRACE（Trade Unions Anticipating Change in Europe）のプロジェクトでは、地方分

権化を実施する際、その効果的な実施には、公共サービスと賃金、労働条件、適切な資源配

分、職場の能力養成に関する国家的な枠組みが欠かせないと提言している29。 

 

21世紀の新たなガバナンスモデル 

最近では、世界都市が集まり、気候変動や都市の治安など、共通の問題に取り組む動きがスタ

ートしている。情報通信技術のおかげで、都市ネットワークの世界的な展開が可能となった。

しかし、国民国家の権力は依然として強く、国連システムより優位に立っている。ハビタット

330の初期の準備や交渉では、市政府よりも国家政府が権勢を振るっていた。  

 

新たな世界都市ネットワークの創出で、都市が協力して共通の問題を解決する新たな機会が得

られるが、こうした新たな展開も、民間部門の影響を強く受けている。都市を形作るのは、市

場の力と国際資本であり、これらはネオリベラル的な世界経済改革の一環である。市長らは、

都市の問題を解決するために都市や地方政府と世界的なネットワークづくりを促すが、民間部

門は官民パートナーシップの一形態としてのこうしたネットワークにも関与している。これは

地方民主主義にも関わり、都市の将来的な発展に影響を与える31。新たな方法で都市を計画し管

理することを推進するために、手を取り合う都市ネットワークもある。例としては、都市自治

体連合（UCLG）、メトロポリス、ICLEI（持続可能性をめざす自治体協議会）、全国市長会、

C40、世界市長会議、英連邦地方自治体フォーラム（CLGF）などがある。 

 

3. LRG労働者とその組合にとっての意味、影響 
 

地方政府における団体交渉、結社の自由、社会対話 

民営化とアウトソーシングは、自治体労働者の賃金、契約、労働条件に深刻な悪影響を与え

た。労働組合の力は、加盟率の低下により衰えた。地方政府のサービスが、一連の契約に分割

されるにつれ、労働力が断片化され、団体アクションがさらに困難になった。結社の自由と団

体交渉という基本的権利は、常に脅威にさらされている。新たな法制が導入されたが、それは

緊縮財政政策の一環であることが多く、国の団体交渉体制を解体し、地方分権体制を実施する

ものであるため、LRGにおいて労働組合が国の賃金体系を守る力が失われている。 

 

欧州では、社会対話のプロセスが、EUと各国レベルでより明確に定義されている。歴史的に見

て、オランダ、ドイツ、フランスなど一部の欧州諸国では、法律の中で発達した社会対話機構

が定義されている。EUは 1980年代の「欧州社会モデル」の一環として、欧州レベルでの社会

対話について具体的な合意を策定し、増加する欧州の部門別社会対話委員会を支援し続けてき

た。こうした動きでは、被雇用者と使用者の両方が、共通の問題を見出し、国、欧州レベルで
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交渉することが大事になる。社会対話のプロセスは、公共部門の労働組合と公共部門の被雇用

者の間でより強く、民間部門の被雇用者の参加は限られている。EU加盟に合わせて新たな社会

対話機構が導入された中東欧諸国では、社会対話のレベルもさまざまである。世界の他の地域

では、社会対話を促す機構はそれほど充実していない。これは一部には、労働組合と使用者の

関係を認識する機構がそれほど明確に定義されておらず、労働組合の力が弱いためでもある。 

 

自治体部門労働者の生活賃金と労働条件 

米国では、130を超える都市が、貧困のない生活を維持するのに十分な賃金を労働者ひとりひと

りに確保する手段として、「生活賃金」条例を導入した32。このコンセプトは、カナダ（オンタ

リオ州ウォータールー）と英国（ロンドン）など、いくつかの都市でも検討されている。民間

部門が労働コストを低く抑えるための手段として、低賃金とゼロ時間契約を利用し続けた頃、

「生活賃金」が貧困を緩和するという認識がより広く受入れられるようになっていった。運動

家らは、官民両部門と共に、「生活賃金」が基本的な最低賃金として受け入れられるよう取り

組んでいる。 

 

投資不足による熟練労働者不足 

民営化とアウトソーシングの導入を支持する議論の中には、公共部門の労働者の批判に基づく

ものもある。その批判とは、公共部門は、公共サービス利用者の利害よりも、自分たちの利害

を大事にしているというものであった。こうした見方は、公共サービスの提供における公共部

門労働者の価値を徹底的に過小評価するものである。公共サービスの大半では、主なコストは

労働コストである。しかし、外部委託や民営化、アウトソーシングの結果、労働コストはでき

る限り削減され、それにより、労働者の訓練と開発が影響を受けた。公共サービスへの投資が

数十年間にわたって十分になされて来なかった結果、LRGでは今、確実で十分な訓練を受けた

職員が確保できないという問題が生じている。人口動態の変化と共に、LRG職員が費用削減や

予算カット、競争、退職が原因で減少している。  

 

自治体労働者の労働安全衛生（OSH）の問題 

水やエネルギー、廃棄物管理など、公共サービスの民営化を受けた南側諸国の自治体労働者

は、OSH水準の悪化も経験した。新たな使用者は、手袋やつなぎ、安全器具を提供しないた

め、労働者の命が脅かされている。これにより、自治体労働者の産業事故発生は高確率に上

り、死傷者も出ている。アウトソーシングと民営化による組合組織率の低下により、職場の事

故や危険への対処に不可欠な職務管理や組合委員会の不在が生じている。 

 

自治体労働者は皆、予算カットや民営化の結果、作業量が増え、それに伴うストレスも深刻化

した33。職場の再編が、労働者個人の健康に与える影響を探る研究も増えている。研究結果で

は、職場の再編が続くことで、労働者の精神と身体の健康の両方に影響があることがわかって

いる。労働者が労働者として職場で果たし、職場の再編によって影響を受ける社会的役割を認

識しなければならない。公的管理の改革では、民間部門に似た新たな組織形態が導入されてい

るが、新たな目標は公共部門の精神を乱し、壊すものも多い。これにより、公共部門の労働者

は自らの価値をおとしめられたと感じ、新たな管理体制との関わりを持たないようになる。そ

のため、健康影響評価を行うことで、再編が労働者の健康にどのように影響するかについて、

意識向上を図ることができるだろう。 

 

北側諸国では、デジタル化を LRGサービスに導入したことで、新たな OSH問題が拡大してい

る。デジタル化を自治体労働に導入することで、労働者の技術低下が生じることは少なくな

い。労働者は、サービス利用者や同僚と意思疎通を図り、さまざまな社交スキルを活用してい

たが、デジタル化によって、作業がパソコンへのデータ入力だけになり、労働者は作業プロセ

スを管理できなくなった。 
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さらに、デジタル化に伴う改組と再編のプロセスは、定着したチームを解体し再編するため、

自治体労働者の精神的および身体的健康に影響を与える。  

 

4. 公的な代替策 
 

これまで 30年以上も民間部門のほうが効果と効率に優れているとされてきたにもかかわらず、

保健、ソーシャルケア、教育、水、廃棄物管理では、北側諸国でも南側諸国でも、民間部門に

よるサービス提供のほうが公共部門よりも効果的で効率的であることを示す証拠が得られなか

った34。 

 

民営化で、十分な公共サービス提供が実現しなかった結果、社会運動によって、再公営化とい

う形で民営化の代替策を求める動きが生じた（PSIRU、2014）。公共部門の代替策は主に 3つ

ある。  

 

1. 再公営化  

2. 自治体間協力  

3. 官民パートナーシップ  

 

再公営化 

再公営化はもともと、民間部門が水、エネルギー分野の公共サービスを提供できなかったこと

で導入されたが、公的交通機関や社会サービスなど他の公共サービスも、次第に公営に戻りつ

つある。再公営化を引き起こした要因には、民間部門の失敗、汚職、透明性の欠如、総選挙、

地方選挙で民間部門の失敗に挑もうという政治的意欲が働いたこと、新たなサービス提供形態

の必要性などがあった。  

 

パリでは、スエズとヴェオリアの契約 2件が期限を迎えた 2010年 1月、水道事業が再公営化を

果たした。民間契約は、公的な監査機関からも再三の批判を受けてきたように、財政的な透明

性とアカウンタビリティーが欠如していたため、更新されることはなかった。初年度は、新た

な公的事業者であるパリ水道が、3500万ユーロにも上る効率性向上を実現し、料金の 8％値下

げを可能にした。1985年から 2008年の民間運営における 260％の値上げとは対照的である35。 

スウェーデン、ストックホルムのノルテリエでは、市議会が、すべての市民にサービスを提供

するためにヘルスケア／ソーシャルケアの統合システムを開発する公共企業を設置し、税金を

財源として、公共プログラムに資金を投じた。この公共企業は、組織的な変革とリーダーシッ

プを通じて公共部門の協力と変革の向上を促し、追加的な資金を投じることはなかった36。  

自治体間協力 

自治体間協力には、規模の経済を実現し、サービスの質の改善し、国内、国家間の地域的なサ

ービス調整を促すために、他の地方政府との契約や共同生産が関与する。1つの例として、ベル

ギーの町、エデゲム（人口 2万 2千人）とペルーの自治体、サンヘロニモ（人口 3万 2千人）

のパートナーシップがある。両自治体は 2004年以降、廃棄物管理に共に取り組んできた。エデ

ゲムは、VVSG（フランドル都市自治体連盟）と、開発のための欧州地方・地域当局ネットワー

クである PLATFORMAのメンバーである（ゴテブ、2015）。  

 

官官パートナーシップ（PUP） 

官官パートナーシップ（PUP）は、連帯に基づいて複数の公共企業体または組織が協力し、公

共サービスを提供するうえでの能力と効率の向上において、一方がもう一方を援助するという
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取り組みである。共通の価値、利害、目的を中心とし、利益追求をせずに、仲間同士の関係が

構築される。商業的な思惑がないため、公的パートナーは、資源を地域に再投資することがで

き、相互の信頼が生まれる。これにより長期的には、低い取引費用で、能力が醸成される。国

際的な PUPのネットワークにより、カンボジアのプノンペンは、水道の整備を 1993年の 20％

から 2007年の 90％まで拡大することができた。公益事業 PPWSAはプノンペンの水道利用拡

大に成功し、その効果は世界のどんな PPP事業よりも高い37。  

 

1990年代後半、ヘルシンキ委員会が創設した枠組みのもと、将来的な EU拡大を背景に、PUP

がバルト海の浄化事業に活用された。スウェーデン、ストックホルムの自治体水道事業者が、

リトアニアのカウナスとラトビアのリガの自治体水道事業者との PUPに参加した。どちらも 1

億ドルを上回る投資プログラムを実施し、汚水処理工場が、期限内、予算内で建設された。地

元の自治体事業者は再編を経て自治と自己資金による公益事業を実現した38。 

地方参加型民主主義のアプローチ 

地方政府が、市民と共に新たな意思決定方法を展開する例がいくつかある。例えば、ブラジ

ル、ポルトアレグレでの参加型予算策定は、世界各国でも導入された。アジア地域社会アクシ

ョン連合（Asian Coalition for Community Action）は、アジア 19か国と共に、非正規居住区で

暮らす人々と、住居およびサービスの改善に取り組む地方政府の連合を発足させた39。 

 

5. 結論 
 

世界的な都市化率は上昇を続けており、これにより、非常に大規模な都心だけでなく比較的小

規模の都市にも影響が及んでいる。公共サービスとインフラへの圧力も、LRGには引き続き問

題となっている。  

民営化、アウトソーシング、PPPの影響は、今後も LRGの労働力に影響を与え、より良い賃金

と労働条件の仕事を確保することがさらに困難になっている。LRG労働者の体系的な訓練がな

されないため、熟練労働者の不足も生じている。アウトソーシングと民営化は、自治体労働者

の断片化を招く。労働組合は、アウトソースされたサービスや民営化されたサービスにおける

労働権確保で、引き続き困難に直面している。組合は、分散した労働力の問題を解決する組織

化、動員、労働者擁護の方法を見出していかなければならない。 

公共サービスと将来のインフラ投資にいかに資金を投じていくかは、LRGが直面する主な問題

である。国際金融機関、国際機関、国家政府が、PPPを通じて民間部門との協力を LRGに促す

圧力は依然として強い。PPPによって民主的自治が失われたことは、LRGが将来解決しなけれ

ばいけない大きな問題である。公共サービスのための公共財政と財源を奪う体系的な租税回避

と、労働の不安定化とインフォーマル化の増大は、どちらも民間部門が利益と高い投資収益を

追求することに起因している。基本的な公共サービスを保証するためには、民主主義を推進

し、地域社会と共に取り組むための代替策が必要になる。相互協力のもとで共通の問題の解決

に向けて取り組むことを、LRGとその労働組合に促すことが、最初の大事なステップとなる。 

 

1 世界都市化予測（World Urbanization Prospects、ハイライト、2014）、世界都市報告書（World Cities Report、

2016） 
2 世界都市化予測（World Urbanization Prospects、ハイライト、2014） 
3 世界移住報告（2016） 
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